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第３章 経済・財政一体改革の推進 

 ＰＰＰ／ＰＦＩの推進 

①「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」に掲げる10 年間  

 （H25～H34）で 21 兆円の事業規模目標の確実な達成 

②国及び人口20 万人以上の地方公共団体等において  

  実効ある優先的検討の仕組みを構築・運用 

③地域の民間事業者によるＰＰＰ／ＰＦＩ事業の案件形成力 

   を高める 地域プラットフォームの形成を推進 
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淡海公民連携研究フォーラム 

○行財政改革の推進 
○まちづくりの推進 

○民間資金の活用 
○地域産業の振興 

○市場の拡大 
○新規参入 

○学術的研究 
○人材育成 

○地域課題の解決 
○住民満足度の向上 

淡海公民連携研究
フォーラム 



企画運営委員会 事 務 局 

構成団体 

淡海公民連携研究フォーラム推進体制 

 滋賀銀行地域振興室 

 滋賀大学社会連携研究センター 

 しがぎん経済文化センター 

民間事業者関係者・他府県の自治体関係者 

地方公共団体関係者 

メーリングリストによるネットワーク 

 日本経済研究所 

 日本政策投資銀行 

アドバイザー 構成団体：滋賀県下の全自治体 



・セミナーの開催（講演、事例発表、 

                         パネルディスカッションなど） 

・情報発信（（仮称）淡海公民連携通信） 

・調査研究・政策提言 

・地方公共団体と民間事業者とのマッチング 

・プレサウンディング（より早い段階からの官民対話） 

・各種支援事業（個別相談対応、優先的検討規定 

 整備支援、アドバイザー派遣など） 

 

 

淡海公民連携研究フォーラムで行う事業 


